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(57)【要約】
【課題】需給計器および関連する方法が提供される。
【解決手段】需給計器は、導体を流れる電流を感知する
ために導体の周りに配置されるセンサデバイスを含む。
センサデバイスは、非磁性基板と、基板の周りに巻きつ
けた複数の巻数を備えたコイルと、誘電率を有し、コイ
ルと導体との間に配置された誘電材料とを含む。需給計
器は、時間経過とともに導体を通って電源から使用者に
伝送された電力の量を決定するためにセンサデバイスに
連絡した計器制御盤も含む。誘電材料の誘電係数は、コ
イルと導体との間の容量結合を低減するように、および
計器制御盤が、ある電流範囲にわたってセンサデバイス
を校正するための１つの校正係数だけを備えるように、
センサデバイスの感度を低減するように、選択される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
電気エネルギーを電源から使用者に伝送する際に使用するための需給計器（１０）であっ
て、
　導体（１４、１５、１６）を流れる電流を感知するためにおよび前記感知した電流を表
す信号を出力するために、少なくとも部分的に前記導体（１４、１５、１６）の周りに配
置可能なセンサデバイス（１２）であって、
　非磁性基板（１０２）、
　前記基板（１０２）の周りに巻きつけた複数の巻数を備えるコイル（１０４、２０４）
であって、それを通して前記導体（１４、１５、１６）を受ける開口（１１０）を画定す
るコイル（１０４、２０４）、および
　誘電率を有し、前記導体（１４、１５、１６）を前記開口（１１０）を通して受けたと
き誘電材料（１０８）が前記コイル（１０４、２０４）と前記導体（１４、１５、１６）
との間にあるように前記コイル（１０４、２０４）に隣接し、少なくとも部分的に前記開
口（１１０）内に配置された前記誘電材料（１０８）を備えるセンサデバイス（１２、２
００）と、
　前記感知した電流を表す前記信号を前記センサデバイス（１２、２００）から受け取る
ためにおよび時間経過とともに前記導体（１４、１５、１６）を通して前記電源から前記
使用者に伝送された電力の量を決定するために、前記センサデバイス（１２、２００）に
連絡した計器制御盤（１７）とを備える需給計器（１０）であって、
　前記誘電材料（１０８）の前記誘電率が、前記コイルと前記導体（１４、１５、１６）
との間の容量結合を低減するように、およびその結果として、前記計器制御盤（１７）が
ある電流範囲にわたって前記センサデバイス（１２、２００）を校正するための１つの校
正係数だけを備えるように、前記センサデバイス（１２、２００）の感度を低減するよう
に選択され、
　前記電流範囲が、約２．０Ａから約２５，０００Ａまでである、需給計器（１０）。
【請求項２】
前記誘電材料（１０８）が、熱可塑性材料と熱硬化性材料とのうちの少なくとも一方を含
む、請求項１記載の需給計器（１０）。
【請求項３】
前記誘電材料（１０８）が、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）材料と、ポリブチレ
ンテレフタレート（ＰＢＴ）熱可塑性材料とのうちの少なくとも一方を含む、請求項２記
載の需給計器（１０）。
【請求項４】
前記基板（１０２）が、複数のボビン（１２４、１２６、１２８、１３０、１３２、１３
４）を備え、前記複数の巻数の少なくとも１つを、前記複数のボビン（１２４、１２６、
１２８、１３０、１３２、１３４）のそれぞれの周りに巻きつける、請求項１記載の需給
計器（１０）。
【請求項５】
少なくとも部分的に前記開口（１１０）内に配置されたマウント（１１６）をさらに備え
、前記マウント（１１６）が、前記開口（１１０）内に配置された導体を支持するように
構成され、前記マウント（１１６）が、少なくとも部分的に前記誘電材料（１０８）から
製作される、請求項１記載の需給計器（１０）。
【請求項６】
少なくとも部分的に前記基板（１０２）と前記コイル（１０４、２０４）とを封入する筐
体（１１２）をさらに備え、前記筐体（１１２）が、前記マウント（１１６）を備える、
請求項５記載の需給計器（１０）。
【請求項７】
前記誘電材料（１０８）が、前記コイル（１０４、２０４）の少なくとも一部分と前記基
板（１０２）の少なくとも一部分とを封入する、請求項１記載の需給計器（１０）。
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【請求項８】
前記センサデバイス（１２、２００）が、前記導体との摩擦嵌めを形成するマウント（１
１６）を備え、前記マウント（１１６）が、前記センサデバイス（１２、２００）と前記
導体（１４、１５、１６）との間の少なくとも１つの空隙（１０６）を画定し、前記マウ
ント（１１６）が、前記誘電材料（１０８）の少なくとも一部分を備える、請求項７記載
の需給計器（１０）。
【請求項９】
前記センサデバイス（１２、２００）が、約２．０アンペアから約３２０アンペアの間の
電流範囲において前記導体（１４、１５、１６）を通る実際の電流の約±０．２％以内で
前記導体（１４、１５、１６）を通る電流を感知するように構成される、請求項１記載の
需給計器（１０）。
【請求項１０】
前記センサデバイス（１２、２００）が、約２．０アンペアから約２５，０００アンペア
の間の電流範囲において前記導体（１４、１５、１６）を通る実際の電流の約±０．５％
以内で前記導体（１４、１５、１６）を通る電流を感知するように構成される、請求項１
記載の需給計器（１０）。
【請求項１１】
前記基板（１０２）が、複数のボビン（１２４、１２６、１２８、１３０、１３２、１３
４）を備え、前記複数の巻数の少なくとも１つが、前記複数のボビン（１２４、１２６、
１２８、１３０、１３２、１３４）のそれぞれの周りに配設され、前記複数のボビン（１
２４、１２６、１２８、１３０、１３２、１３４）のそれぞれが、熱可塑性材料を含む、
請求項８記載の需給計器（１０）。
【請求項１２】
前記導体（１４、１５、１６）が、母線と多芯導体とのうちの一方を含む、請求項１１記
載の需給計器（１０）。
【請求項１３】
少なくとも部分的に第２の導体の周りに配置可能で、前記計器制御盤に連絡した第２のセ
ンサデバイス（１２、２００）をさらに備える、請求項８記載の需給計器（１０）。
【請求項１４】
少なくとも部分的に第３の導体の周りに配置可能で、前記計器制御盤（１７）に連絡した
第３のセンサデバイス（１２、２００）をさらに備える、請求項１３記載の需給計器（１
０）。
【請求項１５】
電気エネルギーを電源から使用者に伝送する際に使用するための需給計器（１０）を製作
する方法であって、
　導体（１４、１５、１６）を流れる電流を感知するために、および前記感知した電流を
表す信号を出力するために、少なくとも部分的に前記導体（１４、１５、１６）の周りに
配置可能なセンサデバイス（１２、２００）を提供するステップであって、
　非磁性基板（１０２）の周りに巻きつけた複数の巻数を備えるコイル（１０４、２０４
）であって、それを通して前記導体（１４、１５、１６）を受ける開口を画定するコイル
（１０４、２０４）を形成するステップ、および
　前記導体を前記開口（１１０）を通して受けたとき、誘電材料（１０８）が、前記コイ
ル（１０４、２０４）と前記導体（１４、１５、１６）との間にあるように、前記コイル
（１０４、２０４）に隣接し、少なくとも部分的に前記開口（１１０）内に前記誘電材料
（１０８）を配置するステップを含む、センサデバイス（１２、２００）を提供するステ
ップと、
　前記感知した電流を表す前記信号を前記センサデバイス（１２、２００）から受け取る
ために、および時間経過とともに前記導体（１４、１５、１６）を通して前記電源から前
記使用者に伝送された電力の量を決定するために、計器制御盤（１７）を前記センサデバ
イス（１２、２００）に接続するステップと、
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　前記誘電材料（１０８）の誘電率が、前記コイル（１０４、２０４）と前記導体（１４
、１５、１６）との間の容量結合を低減し、その結果、前記計器制御盤（１７）がある電
流範囲にわたって前記センサデバイス（１２、２００）を校正するための１つの校正係数
だけを備えるように、前記センサデバイス（１２、２００）の感度を低減するように前記
誘電材料（１０８）を選択するステップとを含む方法であって、
　前記電流範囲が、約２．０Ａから約２５，０００Ａまでである、方法。
【請求項１６】
前記誘電材料（１０８）を前記コイル（１０４、２０４）に隣接して配置するステップが
、少なくとも部分的に前記コイル（１０４、２０４）を筐体（１１２）内に封入し、前記
筐体（１１２）が、前記誘電材料（１０８）を含む、請求項１５記載の方法。
【請求項１７】
前記コイル（１０４、２０４）を形成するステップが、前記基板（１０２）の複数のボビ
ン（１２４、１２６、１２８、１３０、１３２、１３４）のそれぞれの上に前記コイル（
１０４、２０４）の少なくとも１つの巻数を巻きつけるステップを含む、請求項１５記載
の方法。
【請求項１８】
約２．０アンペアから約３２０アンペアの間の電流範囲において前記導体（１４、１５、
１６）を通る実際の電流の約±０．２％以内で前記導体（１４、１５、１６）を通る電流
を感知するように前記センサデバイス（１２、２００）を構成するステップをさらに含む
、請求項１５記載の方法。
【請求項１９】
約２．０アンペアから約２５，０００アンペアの間の電流範囲において前記導体（１４、
１５、１６）を通る実際の電流の約±０．５％以内で前記導体（１４、１５、１６）を通
る電流を感知するように前記センサデバイス（１２、２００）を構成するステップをさら
に含む、請求項１５記載の方法。
【請求項２０】
少なくとも部分的に第２の導体の周りに第２のセンサデバイス（１２、２００）を配置す
るステップと、
　少なくとも部分的に第３の導体の周りに第３のセンサデバイス（１２、２００）を配置
するステップとをさらに含み、
　前記第２のセンサデバイス（１２、２００）および前記第３のセンサデバイス（１２、
２００）が、前記計器制御盤（１７）に接続される、請求項１５記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の分野は、一般にセンサデバイスおよび方法に関し、より詳しくは、導体を通る
電流を感知するステップに関する。
【背景技術】
【０００２】
　少なくともいくつかの公知の需給計器が、電源から使用者に供給される電力を測定する
のに使用される。使用者に供給されるエネルギーの量を正確に測定することを可能にする
ために、需給計器は、しばしば、電源と使用者との間の導体を流れる電流を感知するため
に１つまたは複数のセンサデバイスを含む。需給計器に含まれたとき、センサデバイスは
、電圧および／または電流の動作範囲にわたって正確に機能することが意図されている。
【０００３】
　様々な種類の公知の電流センサデバイスが需給計器に使用される。例えば、少なくとも
いくつかの公知の変圧器センサデバイスは、導体を流れる電流を感知するためにマグネッ
トワイヤをその上に巻いた磁心を含む。しかし、変圧器を含む電流センサデバイスは、一
般に、かさばり、高価であることが知られている。磁心を有する電流センサデバイスは、
外部の磁界の影響を受けやすいことがある。外部の磁界にさらされると、磁心の電流セン
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サデバイスの精度が低減し、場合により、精度が、電流デバイスが感知するはずの電流の
わずか８％しか電流デバイスが示さない点まで低減することがある。温度サイクルも電流
センサの磁心に影響することがあり、電流センサの精度を低減する磁気ドリフトを生じる
ことがある。
【０００４】
　公知の電流センサデバイスの別の例は、ロゴスキーコイルである。ロゴスキーコイルは
、コイルを含み、一般に変圧器センサデバイスより小さい。しかし、ロゴスキーコイルは
、ある電圧の範囲にわたって低電流および／または高電流状態の間、限定された精度だけ
を提供することが知られている。その結果、製造時には、公知のゴスキーコイルを有する
需給計器は、しばしば、複数の校正プロセスを受けて、これらの不正確さの影響を最小限
に抑える。これらの校正プロセスを反復することにより、このようなセンサデバイスの不
正確さを低減することができるが、このプロセスにより、需給計器の製造時間と費用も増
大する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】米国特許出願公開第２０１３／００６３１３１号公報
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　一実施形態においては、電気エネルギーを電源から使用者に伝送する際に使用するため
の需給計器が提供される。需給計器は、導体を流れる電流を感知し、感知した電流を表す
信号を出力するために、少なくとも部分的に導体の周りに配置可能なセンサデバイスを含
む。センサデバイスは、非磁性基板と、基板の周りに巻きつけた複数の巻数を備えるコイ
ルであって、それを通して導体を受ける開口を画定するコイルと、誘電率を有し、開口を
通して導体を受けたとき誘電材料がコイルと導体との間にあるように、コイルに隣接し、
少なくとも部分的に開口内に配置された誘電材料とを含む。需給計器は、感知した電流を
表す信号をセンサデバイスから受け取るために、および時間経過とともに導体を通って電
源から使用者に伝送される電力の量を決定するために、センサデバイスに連絡した計器制
御盤も含む。誘電材料の誘電率は、コイルと導体との間の容量結合を低減するように、お
よびその結果として、計器制御盤がある電流範囲にわたってセンサデバイスを校正するた
めの１つの校正係数だけを備えるように、センサデバイスの感度を低減するように選択さ
れ、電流範囲が約２．０Ａから約２５，０００Ａまでである。
【０００７】
　別の実施形態においては、電気エネルギーを電源から使用者に伝送する際に使用するた
めの需給計器を製作する方法が提供される。方法は、導体を流れる電流を感知するために
、および感知した電流を表す信号を出力するために、少なくとも部分的に導体の周りに配
置可能なセンサデバイスを提供するステップを含む。センサデバイスを提供するステップ
は、非磁性基板の周りに巻きつけた複数の巻数を備えるコイルであって、それを通して導
体を受ける開口を画定するコイルを形成するステップと、誘電体をコイルに隣接して、お
よび、開口を通して導体を受けたとき誘電材料がコイルと導体との間にあるように少なく
とも部分的に開口内に配置するステップ含む。方法は、感知した電流を表す信号をセンサ
デバイスから受け取るために、および時間経過とともに導体を通して電源から使用者に伝
送された電力の量を決定するために、計器制御盤をセンサデバイスに接続するステップと
、誘電材料の誘電率がコイルと導体との間の容量結合を低減するように、およびその結果
、計器制御盤がある電流範囲にわたってセンサデバイスを校正するための１つの校正係数
だけ備えるようにセンサデバイスの感度を低減するように誘電材料を選択するステップで
あって、電流範囲が２．０Ａから約２５，０００Ａまでである誘電材料を選択するステッ
プとをやはり含む。
【図面の簡単な説明】
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【０００８】
【図１】例示的なセンサデバイスを含む例示的な需給計器の構成図である。
【図２】図１に示すセンサデバイスの部分的分解図である。
【図３】図１に示すセンサデバイスの透視図である。
【図４】図１に示すセンサデバイスの平面図である。
【図５】図１に示すセンサデバイスに使用される例示的な基板とコイルとの透視図である
。
【図６】図１に示すセンサデバイスに使用することができる例示的なボビンの断面図であ
る。
【図７】図１に示すセンサデバイスに使用することができる例示的なコイルと遮蔽体との
回路図である。
【図８】４つのリード線を含む例示的なセンサデバイスの透視図である。
【図９】図８に示すセンサデバイスに使用することができる例示的なコイルと遮蔽体との
回路図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　図１は、例示的な需給計器１０の構成図である。例示的な実施形態においては、需給計
器１０は、センサデバイス１２と、導体１４と、センサデバイス１２に結合された計器制
御盤１７とを含む。導体１４は、電力を電源から電力使用者に伝送するために、母線、多
芯導線、単芯導線、ケーブル、または他の適切な導体を含むことができる。電源は、制限
なしで、配電網ならびに／またはガスタービン機関、水力発電タービン、風力タービン、
太陽電池パネル、および／もしくは別の適切な発電および／もしくは伝送システムなどの
発電機システムを含むことができる。電源は、計器制御盤１７に連絡したスマートグリッ
ドを含むこともできる。使用者は、制限なしで、任意のレベルの住宅使用者、商業使用者
、および／または任意の他の電力の使用者を含むことができる。センサデバイス１２は、
導体１４を流れる電流を感知するために導体１４に結合される。センサデバイス１２は、
感知した電流を表す信号を計器制御盤１７に提供する。センサデバイス１２から受け取っ
た信号に基づいて、計器制御盤１７は、時間経過とともに導体１４を通って電源から使用
者に伝送された電力の量を決定する。
【００１０】
　電源から使用者に転送される電力の請求が発生し得るので、センサデバイス１２は、使
用者が、電源の運営担当者により使用者に伝送された電力の実質的にすべてに対して請求
されるのではなく、実質的に受け取った電力だけに対して確実に請求されるように非常に
正確であることが望ましい。
【００１１】
　この例示的な実施形態においては、需給計器１０は、導体１５および１６と、導体１５
に結合された別のセンサデバイス１２とをさらに含む。任意の数の導体および／またはセ
ンサデバイス（例えば、１つ、３つ、６つなど）を他の需給計器の実施形態において使用
できることを理解されたい。さらに、センサデバイス１２は、需給計器１０内で使用され
るだけに限定されず、発電用途、公共用途、自動車用途、電気器具用途、電気通信用途な
ど、導体を通る電流を感知する事実上どんな用途にも利用できることを理解されたい。
【００１２】
　図２は、例示的なセンサデバイス１２の部分的分解図である。例示的な実施形態におい
ては、センサデバイス１２は、基板１０２と、基板１０２の周りに巻きつけた複数の巻線
を含むコイル１０４と、誘電材料１０８とを含む。コイル１０４は、それにおいて画定さ
れ、それにおいて導体１４を受けるように構成される（例えば、サイズ、向き、および／
または形状などにより）開口１１０を含む。誘電材料１０８は、コイル１０４に隣接し、
少なくとも部分的に開口１１０内に配置される。より具体的には、この実施形態において
は、誘電材料１０８は、導体１４が開口１１０を通って配置されるとき、少なくとも部分
的にコイル１０４と導体１４との間に配置される。
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【００１３】
　誘電材料１０８は、様々なやり方で構成された様々な特性を有する１つまたは複数の誘
電材料を含むことができる。例えば、誘電材料１０８は、約１０～１０００Ｈｚにおいて
約３．０以上の誘電率を有することができる。いくつかの実施形態においては、誘電率は
、約３．５、約４．０、約５．０、約８．０、約１２．０、約１７．０および／または任
意の他の適切な誘電率より大きくてよい。例示的な一実施形態においては、誘電材料１０
８の誘電率は、約３．５にほぼ等しくてよい。別の例示的な実施形態においては、誘電材
料１０８の誘電率は、約６．０にほぼ等しくてよい。
【００１４】
　さらに、誘電材料１０８は、少なくとも１つの厚さを有し、様々な厚さを有することが
できる。例示的な実施形態においては、コイル１０４に隣接し、少なくとも部分的に開口
１１０内に配置された誘電材料１０８は、厚さが約３．０ミリメートルである。また、同
じ実施形態においては、コイル１０４に隣接しているが開口１１０に対向して配置された
誘電材料１０８は、厚さが約１．２ミリメートルである。誘電材料１０８は、センサデバ
イス１２が本明細書に説明するように機能することが可能になる任意の厚さを有すること
ができることを理解されたい。一般に、誘電材料１０８の厚さは、少なくとも部分的に、
誘電材料１０８の誘電率、コイル１０４と１つまたは複数の導体１４、１５、および１６
との近接性、および／またはセンサデバイスなどの設置に意図する環境で利用可能な空間
に基づいて選択される。いくつかの実施形態例においては、誘電材料１０８の厚さは、約
１．０ミリメートルから約３．０センチメートルまでの、またはさらに他の実施形態にお
いてはそれ以上の範囲にわたることができる。
【００１５】
　例示的な実施形態においては、誘電材料１０８は、制限なしで、プラスチック材料、熱
可塑性材料、熱硬化性材料、陶磁器材料、金属材料、木質材料、粘土材料、有機材料、そ
れらの任意の混合、および／または本明細書に説明するように実施するのに適した他の材
料など、いくつかの種類の材料の１つまたは複数から製作することができる。図２の例示
的な実施形態においては、誘電材料１０８は、Ｖａｌｏｘ（登録商標）ファミリーの材料
からの市販されているＰＢＴ熱可塑性材料を含む。様々な実施形態においては、誘電材料
１０８は、制限なしで、Ｋａｐｔｏｎ（登録商標）テープ、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶ
ＤＦ）材料、室温加硫シリコーン（ＲＴＶ）ポリマー、Ｖａｌｏｘ（登録商標）ファミリ
ーの材料からの市販されているＰＢＴ熱可塑性材料（例えば、Ｖａｌｏｘ（登録商標）３
６５またはＶａｌｏｘ（登録商標）Ｖ９５６１）、Ｒｙｎｉｔｅ（登録商標）ファミリー
の材料からのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）熱可塑性材料、Ｒｙｔｏｎ（登録商
標）ファミリーの材料からの市販されているＰＰＳ熱可塑性材料、Ｐｒｉｍｅｆ（登録商
標）ファミリーの材料からの市販されているＰＰＳ熱可塑性材料、Ｚｙｔｅｌ（登録商標
）、Ｓｔａｎｙｌ（登録商標）、またはＲＴＰ（登録商標）ファミリーの材料からの市販
されているナイロン熱可塑性材料、ＬＣＰ熱可塑性材料（例えば、Ｓｕｍｉｔｏｍｏ（登
録商標）Ｅ５００８ＬまたはＥ４００８Ｌ材料）などの１つまたは複数を含む。誘電材料
１０８の１つまたは複数の種類は、誘電率、１つまたは複数の製造技法への適切性、寸法
安定性、費用、成形性、加工性、剛性、および／または材料の他の特性に基づいて選択す
ることができる。少なくとも１つの例においては、誘電材料１０８は、少なくとも部分的
に、温度にわたるその誘電率の変動性に基づいて選択される。
【００１６】
　図３は、導体１４が開口１１０を通って延びる（組立てとして示す）センサデバイス１
２の透視図である。上に説明するように、センサデバイス１２は、導体１４を流れる電流
を感知する。具体的には、電流が導体１４を流れるとき、電流がコイル１０４中に誘導さ
れる。コイル１０４中に誘導された電流の量は、導体１４を流れる電流の量を表す。セン
サデバイス１２が導体１４の周りに配置されたとき、コイル１０４が導体１４からある距
離だけ離隔される。したがって、コイル１０４と導体１４との間に容量が存在する。容量
は、異なる動作電圧（例えば、約３０Ｖから約２７７Ｖまでの範囲）でセンサデバイス１
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２の精度に影響することがある。例示的な実施形態においては、誘電材料１０８は、コイ
ル１０４と導体１４との間に画定される空隙１０６の少なくとも一部分内に配置される。
その結果、誘電材料１０８は、コイル１０４と導体１４との間の容量の低減に影響し、お
よび／または容量の低減を容易にし、コイル１０４と導体１４とがごく接近したままであ
ることが可能になる。
【００１７】
　容量の低減により、センサデバイス１２は、公知のロゴスキーコイルまたは他の空隙コ
イルに比べて、導体１４を流れる電流を改善された精度で感知することが可能になる。よ
り具体的には、コイル１０４と導体１４との間の容量結合を低減することにより、動作電
圧に対する感度が低減される。その結果、高電流および低電流を含む、異なる電流の範囲
にわたって異なる動作電圧において一貫した電流感知が提供される。したがって、センサ
デバイス１２が需給計器１０に含まれたとき、公知のセンサデバイスを校正するために必
要な１つまたは複数のプロセスを省略することができる。具体的には、例示的な実施形態
においては、異なる動作電圧にわたって正確に電流を検知するセンサデバイス１２の一貫
性により、異なる電圧において使用するのに複数の校正係数を必要とする公知の需給計器
と比べて、計器制御盤１７が複数の動作電圧に対して１つの校正係数だけを使用すること
が可能になり得る。さらに、コイル１０４と導体１４との間の容量の低減により、校正プ
ロセスの低減および／または簡略化が容易になるだけでなく、動作電圧／電流の範囲にわ
たって少なくとも同じおよびしばしば改善された精度で製造費用、資源、および／または
時間の低減が容易にもなる。
【００１８】
　図３に示すように、この例示的な実施形態においては、センサデバイス１２は、筐体１
１２を含む。筐体１１２は、様々な材料からおよび／または様々な製作プロセスを通じて
形成することができる。例示的な実施形態においては、筐体１１２は、誘電材料１０８が
コイル１０４の周りに、開口１１０に対向して配置されるように、実質的に誘電材料１０
８だけを含む。したがって、三相導体１４、１５、および１６を有する需給計器１０内で
使用されたとき、センサデバイス１２は、導体１４の周りに少なくとも１つの他の導体１
５に近接して（図１に示すように）、および導体１６に場合によっては近接して配置する
ことができる。コイル１０４と導体１４との間の相互作用と同様に、容量がコイル１０４
と導体１５との間に存在し、それにより、センサデバイス１２の精度に悪影響を及ぼし、
および／または精度を悪化させることがある。開口１１０に対向する誘電材料１０８の位
置により、誘電材料１０８は、コイル１０４と、隣接する導体１５との間に配置される。
したがて、誘電材料１０８は、コイル１０４と導体１５との間の容量を低減するためにさ
らに提供される。このようにして、センサデバイス１２は、複数の導体を有する需給計器
１０に使用されたとき、および／または１つまたは複数の他の導体にごく近接して使用さ
れたとき、公知の空隙コイルに比べて、精度の改善を提供することができる。
【００１９】
　いくつかの実施形態においては、筐体１１２は、非誘電材料または異なる特性を有する
誘電材料など、誘電材料１０８に加えて１つまたは複数の材料を含むことができる。一実
施形態においては、筐体１１２は、誘電材料１０８と、本明細書に説明するように実施す
ることを可能にするために、コイル１０４に対して１つまたは複数の位置で誘電材料１０
８を支援するために提供される添加材料とを含む。添加材料は、プラスチック材料、熱可
塑性材料、熱硬化性材料、陶磁器材料、金属材料、木質材料、粘土材料、有機材料、それ
らの任意の組合せ、および／または他の適切な材料を含むことができる。添加材料は、製
造技法、寸法安定性、費用、成形性、加工性、剛性、および／または材料の他の特性など
に基づいて選択することができる。このような実施形態においては、誘電材料１０８が、
より高い費用の材料（添加材料にくらべて）であるとき、添加材料の含有により、センサ
デバイス１２の全体の費用を低減することができる。さらに、１つまたは複数の添加材料
を使用して、誘電材料１０８の支援、コイル１０４の保護および／または絶縁など、１つ
または複数の追加の機能を実施するのに使用することができる。明らかなように、添加材
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料は、様々な実施形態で筐体１１２の一部として使用することができる。しかし、例示的
な実施形態においては、筐体１１２が実質的に誘電材料１０８だけを含むので、添加材料
は省略される。
【００２０】
　筐体１１２は、誘電材料から製作することができ、誘電材料１０８および少なくとも１
つの添加材料と一体形成することができ、または別個の誘電材料１０８および添加材料か
ら組み立てることができる。筐体１１２および／または誘電材料１０８は、１つまたは複
数の射出成型法および／または他の適切な製作プロセスを使用して製作することができる
。例示的な実施形態においては、筐体１１２は、筐体１１２を形成するように構成された
金型に誘電材料１０８が注入される、単一射出成型法により構築される。
【００２１】
　あるいは、筐体１１２は、多段射出成型法から構築することができる。多段法では、初
期成形プロセスを通じて添加材料を成形して特有の形状にする。その後、成形された添加
材料は金型内に配置され、誘電材料１０８が金型に注入される。誘電材料１０８は、金型
および／または添加材料の間に画定された空洞に流れ込んで、誘電材料１０８および添加
材料から筐体１１２を形成する。様々な実施形態においては、多段成形法により、相対的
に高コストの誘電材料が、本明細書に説明するように所望の性能が達成され、筐体１１２
の他の部分が依然として１つまたは複数の相対的に低コストの材料から構築することが可
能になるように、コイル１０４に対して特異的に配置することが可能になる。
【００２２】
　筐体１１２は、コイル１０４および／または導体１４に対して所望の位置全体を通して
または所望の位置において誘電材料１０８を設けるために他の製作技法により構築するこ
とができる。一例においては、誘電材料１０８は、添加材料とは別個に構築され、その後
、添加材料を用いて変形しおよび／または構築して、筐体１１２を形成する。さらに別の
例においては、添加材料により形成された開口に管状の誘電材料を挿入して、筐体１１２
を形成することができる。
【００２３】
　例示的な実施形態においては、筐体１１２は、開口１１０を画定するマウント１１６を
含む。導体１４を開口１１０で受けたとき（図３に示すように）、空隙１０６がマウント
１１６と導体１４との間に形成される。同時に、マウント１１６と導体１４との間に摩擦
嵌めが生じる。マウント１１６は誘電材料１０８および／または別の材料を含むことがで
きる。マウント１１６は、様々な種類、形状、および／または向きの導体を受けるおよび
／または導体に結合するように設計される様々な異なる形状で形成できることを理解され
たい。少なくとも１つの実施形態においては、マウント１１６は、長方形の母線導体との
摩擦嵌めを形成するように構成される開口を画定する。
【００２４】
　図２をもう一度参照すると、筐体１１２は、第１の部分１１８と第２の部分１２０とを
含む。第１の部分１１８は、基板１０２およびコイル１０４が実質的にその中に封入され
るように、第２の部分１２０に解放可能なように結合される。具体的には、図３に示すよ
うに組み立てたとき、少なくとも１つの合じゃくり継手を通して第１の部分１１８を第２
の部分１２０に結合して、筐体１１２を形成する。第１の部分１１８および第２の部分１
２０は、制限なしで、１つまたは複数の突合せ継手、ねじ継手、蝶番継手、タブスロット
構成、さね継ぎ構成、締め具などを含む、様々な異なる方法により互いに結合できること
を理解されたい。筐体１１２が、図３に示すように、一般に環状形状を有するが、他の筐
体の実施形態は、少なくとも部分的に基板１０２、コイル１０４および／または遮蔽体を
封入するようなサイズでありおよび／または動作をし、かつ誘電材料１０８が本明細書に
説明するように実施することが可能となる、任意の形状および／またはサイズを画定でき
ることを理解されたい。
【００２５】
　さらに、例示的な実施形態においては、誘電材料１０８の厚さは、筐体１１２全体を通
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して変化する。第１の部分１１８と第２の部分１２０との合じゃくり継手により、第１の
部分１１８と第２の部分１２０との重なり合いが設けられる。具体的には、この実施形態
においては、第１の部分１１８および第２の部分１２０は、それぞれ、開口１１０におけ
る厚さが約１．２ミリメートルである。第１の部分１１８および第２の部分１２０が組み
立てられたとき、第１の部分１１８および第２の部分１２０は、合じゃくり継手において
（開口１１０に沿って）少なくとも部分的に重なり合って、約２．４ミリメートルの全厚
さを生じる。さらに、この例示的な実施形態においては、第１の部分１１８および第２の
部分１２０は、小さな合じゃくり継手において（開口１１０に対向して）筐体１１２の外
側の周りの全厚さが約１．２ミリメートル未満であるように構成される。筐体１１２を形
成する様々な方法を使用して、１つまたは複数の異なる厚さの筐体１１２および／または
誘電材料１０８を提供できることを理解されたい。
【００２６】
　様々な他の実施形態においては、筐体１１２および／または誘電材料１０８の厚さは、
約０．５ミリメートルから約３．０センチメートルの間であり得る。いくつかの実施形態
においては、筐体１１２および／または誘電材料１０８の１つまたは複数の厚さは、約１
．０ミリメートルから６．０ミリメートルの間である。さらに、様々な実施形態において
は、筐体１１２および／または誘電材料１０８の１つまたは複数の厚さは、約１．０ミリ
メートルから４．０ミリメートルの間である。筐体１１２および／または誘電材料１０８
は、場合によっては組立て／製作の方法、選択された誘電材料の特性、および／または所
望の性能特性に基づいて、他の実施形態において異なる厚さを有することができることを
理解されたい。さらに、筐体１１２の他の形状、サイズ、および／または継手を使用して
、少なくとも部分的にコイル１０４を封入することができ、コイル１０４に対して誘電材
料１０８を配置して、本開示の１つまたは複数の態様と整合して実施することができる。
【００２７】
　例示的な実施形態においては、コイル１０４は、例示的なロゴスキーコイルを含む。し
かし、センサデバイス１２は、ロゴスキーコイル以外のコイルを含むことができることを
理解されたい。さらに、本開示の態様は、本明細書に説明し示すようにロゴスキーコイル
に使用されることだけに限定されない。
【００２８】
　図５は、筐体１１２から分離された基板１０２とコイル１０４との透視図である。例示
的な実施形態においては、基板１０２は、６つのボビン１２４、１２６、１２８、１３０
、１３２、および１３４（集合的にボビン１２４～１３４と呼ぶ）を含む。各ボビン１２
４～１３４は、実質的に円形の断面を有し、より詳しくは、コイル１０４を保持する対向
側にフランジ１３５を含む直円柱である。他の実施形態においては、基板１０２は、異な
る数、形状、および／またはサイズのボビンを有することができる。例えば、基板１０２
は、５つのボビン、８つのボビン、１０のボビン、１３のボビン、または別の偶数もしく
は奇数のボビンを含むことができる。さらに、基板１０２は、異なる形状、および／また
は卵形断面、楕円形断面、または長方形断面などを有するボビンを含むことができる。さ
らに他の実施形態においては、基板１０２は、フランジ１３５に加えてまたはフランジ１
３５以外に、コイル１０４を支持するために異なる構造を含むことができる。少なくとも
１つの実施形態においては、コイル１０４は、基板１０２を省略するのに十分な固さであ
る。
【００２９】
　例示的な実施形態においては、ボビン１２４～１３４は、蝶番付き継手１３７を介して
互いに結合される。より具体的には、ボビン１２４および１２６は、蝶番式に結合して、
それらの間の枢動が可能になる。様々な実施形態においては、ボビン１２４～１３４は、
図５に示すように、線状に配列して、コイル１０４の効率的な巻きつけを可能にし、およ
び／または互いに対して旋回軸で回転し、それにより、実質的に円形を形成することがで
きる。
【００３０】
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　基板１０２のボビン１２４～１３４のそれぞれは、ボビン１２４～１３４が、例えば、
熱可塑性材料、陶磁器材料、木質材料、または他の種類の適切な材料を含む、１つまたは
複数の非磁性材料から構築されるように、非磁性構造である。この例示的な実施形態にお
いては、ボビン１２４～１３４のそれぞれは、誘電材料１０８と場合によっては整合した
、誘電材料から製作される。非磁石基板１０２の使用により、１つまたは複数の磁心を含
む公知のセンサデバイスに比べ費用節減を実現することができる。さらに、例示的な実施
形態においては、基板１０２は、かさばる磁心を含む公知のセンサデバイスに比べて、需
給計器１０内のおよび／または計器制御盤１７への取付けの改善を提供するような形状お
よび／またはサイズにする。さらに、この実施形態においては、ボビン１２４～１３４は
、筐体１１２から分離して形成される。しかし、ボビン１２４～１３４は、他のセンサデ
バイスの実施形態において筐体１１２の１つまたは複数の部分と一体形成するおよび／ま
たは１つまたは複数の部分を形成することができることを理解されたい。
【００３１】
　例示的な実施形態においては、コイル１０４は、各ボビン１２４～１３４上に複数の巻
数で巻きつける。より具体的には、例示的な実施形態において、各ボビン１２４～１３４
上にいくつかの巻数でコイル１０４をボビン１２４からボビン１３４まで巻きつけ、次い
で、また各ボビン１２４～１３４上に追加の巻数でボビン１２４まで巻きつけることを可
能にする単一のマグネットワイヤを含む。他の実施形態においては、ボビン１２４～１３
４上に他の異なる巻線パターンを使用できることを理解されたい。ボビン１２４～１３４
にわたる上記の巻線パターンに整合して、コイル１０４の第１の端部および第２の端部が
ボビン１２４において終端する。図７に示し、以下にさらに説明するように、コイル１０
４の第１の端部がリード線１３６において終端され、コイル１０４の第２の端部がリード
線１３８において終端される。
【００３２】
　コイル１０４に加えて、例示的な実施形態においては、１つまたは複数の遮蔽体が基板
１０２に適用される。具体的には、図６がボビン１２４におけるセンサデバイス１２の部
分的断面図を示す。例示的な実施形態において、ボビン１２４は、第１の遮蔽体１４０と
第２の遮蔽体１４２を含む。第１の遮蔽体１４０は、ボビン１２４とコイル１０４との間
に配置される。第２の遮蔽体１４２は、コイル１０４が第１の遮蔽体１４０と第２の遮蔽
体１４２との間に配置されるように、コイル１０４に隣接し第１の遮蔽体１４０と対向し
て配置される。各ボビン１２４～１３４は、図６に示すように実質的に同じ遮蔽体－コイ
ル－遮蔽体のパターンを含む。他の実施形態においては、ボビン１２４～１３４は、ボビ
ンによって巻線パターンが異なる巻線パターンを含めて、他の巻線パターンを含むことが
できる。
【００３３】
　例示的な実施形態においては、各遮蔽体１４０および１４２は、ファラデー遮蔽体を提
供する。より具体的には、この例示的な実施形態において、第１および第２の遮蔽体１４
０および１４２は、センサデバイス１２上の共通モードの雑音を低減することを容易にす
るためにおよび／または高周波数雑音のフィルタリングにローパスフィルタを提供するた
めに、実質的にファラデー箱に整合して動作する。その結果、第１および第２の遮蔽体１
４０および１４２は、電磁妨害（ＥＭＩ）および／または電磁両立性（ＥＭＣ）の１つま
たは複数の業界標準の文脈において性能の改善を容易にする。
【００３４】
　製作時、複数の巻数のマグネットワイヤを各ボビン１２４～１３４上にボビン１２４か
らボビン１３４まで巻きつけて、第１の遮蔽体１４０を形成する。次いで、コイル１０４
を、上に説明したように、ボビン１２４からボビン１３４まで巻きつけ、またボビン１２
４まで巻きつける。続いて、第１の遮蔽体１４０のマグネットワイヤをボビン１３４から
またボビン１２４まで各ボビン１２４～１３４上に複数の巻数で巻きつけて、第２の遮蔽
体１４２を形成する。したがって、例示的な実施形態においては、第１の遮蔽体１４０お
よび第２の遮蔽体１４２が単一のマグネットワイヤから形成される。単一のマグネットワ
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イヤは、２つの端部を含み、２つの端部は、以下に説明するように、リード線１３８に結
合して、および／または１つまたは複数の追加のリード線に結合して、互いに終端するこ
とができる。第１の遮蔽体１４０および第２の遮蔽体１４２は、制限なしで、銅、アルミ
ニウムまたは他の非鉄導電性材料など、任意の適切な材料を含むことができることを理解
されたい。より一般的には、遮蔽体材料は、シート、テープ、ワイヤ、スプレーおよび／
またはボビン１２４～１３４が遮蔽体１４０および１４２を含むことを可能にする任意の
他の形態として形成することができる。したがって、遮蔽体１４０および／または１４２
の適用は、制限なしで、例えば、巻きつけ、包み込み、および／または吹きつけにより形
成することができる。様々な実施形態においては、第１および第２の遮蔽体１４０および
１４２は、コイル１０４とは別個に形成し、その後、コイル１０４に適用することができ
る。
【００３５】
　図５をもう一度参照すると、センサデバイス１２がそこから延びる３つのリード線１３
６、１３８、および１４４を含む。図７は、リード線１３６、１３８、および１４４の結
合の回路図を示す。具体的には、例示的な実施形態においては、第１および第２の遮蔽体
１４０および１４２は、単一のマグネットワイヤから形成され、各端部は互いに結合され
、リード線１４４に結合される。さらに、コイル１０４の第１の端部（単一のマグネット
ワイヤから形成される）は、リード線１３６に結合され、コイル１０４の第２の端部は、
リード線１３８に結合される。図５に示すように、リード線１３６、１３８、および１４
４は、筐体１１２から延び、撚線の組を形成する。したがって、リード線１４４は、第１
の遮蔽体１４０および／または第２の遮蔽体１４２からの雑音がセンサデバイス１２によ
って提供される電流信号の帰路に注入されないように抑制するためにローパスフィルタ素
子として働く。撚線の組は、長さが少なくとも約０．２５インチである。他の実施形態に
おいては、撚線の組は、長さが少なくとも約１．０インチ、または長さが少なくとも約３
．０インチであり得る。さらに他の実施形態においては、撚線の組は、長さが少なくとも
約６．０インチであり得る。場合により、リード線および／または撚線の組が雑音をセン
サデバイス１２から伝送された電流信号への注入を抑制するフィルタとして機能する性能
に基づいて、他の長さのリード線および／または撚線の組を他のセンサデバイスの実施形
態において採用することができる。
【００３６】
　図８～９は、別の例示的なセンサデバイス２００を示す。例示的な実施形態においては
、センサデバイス２００は、上に説明したコイル１０４と遮蔽体１４０および１４２と実
質的に整合する、コイル２０４と第１および第２の遮蔽体２４０および２４２とを含む。
しかし、センサデバイス２００は、４つのリード線２３６、２３８、２４４、および２４
５を含む。具体的には、第１の遮蔽体２４０と第２の遮蔽体２４２とを形成するマグネッ
トワイヤの各端部は、別々のリード線２４４と２４５とに結合して、フィルタ素子を生じ
る。さらに、この例示的な実施形態においては、２つのリード線２３６と２３８は、コイ
ル２０４に結合される。図８に示すように、リード線２３６、２３８、２４４、および２
４５は、撚線の組を形成し、撚線の組は、図５を参照して上に説明した撚線の組に実質的
に整合して機能する。
【００３７】
　計器制御盤１７に結合されたとき、各リード線２４４および２４５は、互いに結合し、
リード線２３８に結合することができる。いくつかの実施形態においては、撚りリード線
２４４および２４５は、第１のフィルタ素子として働くことができる。さらに、またはあ
るいは、フィルタ素子は、リード線２４４と２４５との間およびリード線２３８との間に
結合することができる。このようなフィルタ素子は、制限なしで、抵抗－コンデンサ回路
、インダクタ－コンデンサ回路、抵抗－インダクタ回路、および／または抵抗－インダク
タ－コンデンサ回路を含むことができる。
【００３８】
　図３および７をもう一度参照すると、さらに別の実施形態において、遮蔽体１４０と１
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４２とを形成するマグネットワイヤの各端部は、互いに結合し、別個のリード線１４４で
はなく、リード線１３８（すなわち、コイル１０４の一方の端部）に結合することができ
る。このような例示的な実施形態においては、センサデバイス１２は、リード線１３６と
１３８とを含むことができ、リード線１４４は省略し、それによって２つの線のセンサデ
バイス１２を提供することができる。例示的な実施形態においては、第１の遮蔽体および
／または第２の遮蔽体１４２からのある雑音が、センサデバイス１２から提供される電流
信号の帰路に注入することができ、所望の動作環境に十分な精度および／または再現性を
提供することができる。さらに他の実施形態においては、リード線は、センサデバイスの
実施形態から省略して、計器制御盤１７などの回路板上に取り付けることを可能にするこ
とができる。このような実施形態においては、フィルタ素子は、リード線１４４を参照し
て上に説明したように実施するのに十分な長さで、計器制御盤１７上の配線により提供す
ることができる。さらに、またはあるいは、フィルタ素子は、抵抗－コンデンサ回路、イ
ンダクタ－コンデンサ回路、抵抗－インダクタ回路、および／または抵抗－インダクタ－
コンデンサ回路を含んで、第１の遮蔽体１４０および／または第２の遮蔽体１４２からの
雑音がセンサデバイス１２によって提供される電流信号の帰路に注入されないように抑制
することができる。
【００３９】
　例示的な実施形態においては、センサデバイス１２は、約１０Ｈｚから約１０００Ｈｚ
の間で動作可能であり、実質的にこの範囲外の信号に影響を受けない。より具体的には、
導体１４は、無線周波数（ＲＦ）信号を受信するアンテナとして働き、不要な雑音をセン
サデバイス１２に再放射することができる。第１および第２の遮蔽体１４０および１４２
は、ローパスフィルタとして実施して、雑音信号の注入を抑制し、それにより高い信号対
雑音比（ＳＮＲ）の出力を提供する。より詳しくは、第１および第２の遮蔽体１４０およ
び１４２は、導体１４を通る低電流を感知したとき、再放射されたＲＦ信号（および／ま
たは他の雑音信号）を拒絶して、センサデバイス１２の出力に高いＳＮＲを提供する。電
流信号への雑音の影響を低減することにより、適用可能な標準内で、センサデバイス１２
の有効な電流感知範囲は、公知のセンサデバイスに比べてより広い。例示的な実施形態に
おいては、第１および第２の遮蔽体１４０および１４２により、１つまたは複数の追加の
フィルタ素子（低および／または高電流性能の）を省略することが可能になり得る。
【００４０】
　さらに、第１および第２の遮蔽体１４０および１４２は、実質的にＥＭＩをセンサデバ
イス１２の精度に影響しないように抑制する。より具体的には、第１および第２の遮蔽体
１４０および１４２は、センサデバイス１２および／または需給計器１０の精度を妨げる
ことが意図された隣接した電子機器および／またはデバイスなど、センサデバイス１２に
隣接して配置されたＥＭＩ源の影響を抑制することを容易にする。さらに、公知のセンサ
に比べて、磁心を省略することにより、センサデバイス１２は、精度へのＥＭＩの影響に
対する電磁波耐性の改善を提供する。したがって、センサデバイス１２は、１つまたは複
数のＥＭＩ源の存在下で、他の公知のセンサデバイスに比べて、より堅牢なおよび／また
は正確な電流センサデバイスを提供する。
【００４１】
　センサデバイス１２の精度は、導体１４を流れる電流の実際の値の百分率として理解す
ることができる。例示的な実施形態においては、センサデバイス１２は、約２アンペアか
ら約２００アンペアの間の範囲において実際の値の約±０．２％以内で実施する。より具
体的には、センサデバイス１２は、約６０Ｖから約６００Ｖの間の動作電圧においてクラ
ス０．２の０．１Ａから２００Ａまで以内で、より具体的には、約２４０Ｖにおいて、０
．２％の精度以内で実施する。本開示の１つまたは複数の態様に整合したセンサデバイス
１２は、場合により意図する用途および／または意図する用途に関連した１つまたは複数
の精度要件により、異なる動作電流／電圧における１つまたは複数の異なる精度標準に適
合できることを理解されたい。
【００４２】
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　導体を通る電流を感知するセンサデバイスを製作するための様々な方法を本明細書に説
明する。これらの方法は、センサデバイス１２を参照して以下に説明するが、方法はセン
サデバイス１２に限定されず、他のセンサデバイスの実施形態を製作するのに利用できる
ことを理解されたい。同様に、センサデバイス１２およびセンサデバイス２００は、以下
に説明する方法以外の方法から製作することができる。
【００４３】
　導体１４を通る電流を感知するためのセンサデバイス１２を製作する１つの例示的な方
法は、非磁性基板１０２の周りに複数の巻数でコイル１０４を提供するステップと、導体
１４がセンサデバイス１２によって画定された開口１１０内に配設されたとき、誘電材料
１０８が導体１４とコイル１０４との間に配置されるように、コイル１０４に隣接して誘
電材料１０８を配置するステップとを含む。いくつかの実施形態においては、例示的な方
法は、少なくとも部分的におよび／または実質的にコイル１０４および／または基板１０
２を筐体１１２内に封入するステップを含むことができる。
【００４４】
　導体１４を通る電流を感知するためのセンサデバイス１２を製作する別の例示的な方法
は、ロゴスキーコイル１０４を提供するステップと、ロゴスキーコイル１０４が導体１４
の周りに配設されたとき、誘電材料１０８が、ロゴスキーコイル１０４と導体１４との間
に配設されるように、少なくとも部分的にロゴスキーコイル１０４を誘電材料１０８内に
封入するステップとを含む。誘電材料１０８は、誘電率が約３．５以上である。いくつか
の実施形態においては、例示的な方法は、少なくとも部分的にロゴスキーコイルを封入す
るようにロゴスキーコイルをその間に配設して、筐体の第１の部分と筐体の第２の部分と
を組み立てるステップを含むことができる。筐体は誘電材料を含む。さらに、またはある
いは、例示的な方法は、複数の熱可塑性ボビンを有する基板上にロゴスキーコイルを形成
するステップを含むことができる。さらに、例示的な方法は、誘電材料から複数の熱可塑
性ボビンを形成するステップを含むことができる。
【００４５】
　導体１４を通る電流を感知するためのセンサデバイス１２を製作するさらに別の例示的
な方法は、基板の複数のボビンのそれぞれの周りにマグネットワイヤの第１の遮蔽体を巻
きつけるステップと、基板の複数のボビンのそれぞれの周りにコイルを巻きつけるステッ
プと、基板の複数のボビンのそれぞれの周りにマグネットワイヤの第２の遮蔽体を巻きつ
けるステップとを含む。
【００４６】
　例えば、図３のセンサデバイス１２を参照して、例示的な方法は、マグネットワイヤの
第１の端部と第２の端部とをセンサデバイス１２の基準リード１４４に結合するステップ
と、コイルの第１の端部をセンサデバイス１２の第１のリード１３６に結合するステップ
と、コイルの第２の端部をセンサデバイス１２の第２のリード１３８に結合するステップ
とを含むことができる。さらに、例示的な方法は、少なくとも部分的にコイルならびに第
１および第２の遮蔽体を筐体内に封入するステップであって、筐体が少なくとも１つの誘
電材料を備える、封入するステップを含むことができる。
【００４７】
　導体１４を通る電流を感知するためのセンサデバイス１２を製作する別の例示的な方法
は、開口１１０を画定する非磁性基板１０２と、非磁性基板１０２の少なくとも一部分の
周りに複数のコイル巻数を有するコイル１０４と、基板１０２のそれぞれと複数のコイル
巻数との間に配設された第１の遮蔽体１４０と、複数のコイル巻数に近接し、第１の遮蔽
体１４０に対向して配設された第２の遮蔽体１４２とを含むセンサデバイス１２を提供す
るステップを含む。例示的な方法は、リード線１４４を第１の遮蔽体１４０と第２の遮蔽
体１４２とのうちの少なくとも一方に結合するステップと、リード線１３６をコイル１０
４の第１の端部に結合するステップと、リード線１３８をコイル１０４の第２の端部に結
合するステップと、リード線１３６、１３８および１４４からリード線の撚った組を形成
するステップとをやはり含む。
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【００４８】
　様々な実施形態においては、リード線１４４を第１の遮蔽体１４０と第２の遮蔽体１４
２とのうちの少なくとも一方に結合するステップは、リード線１４４を第１の遮蔽体１４
０と第２の遮蔽体１４２とのそれぞれに結合するステップを含む。他の実施形態において
は、リード線を第１の遮蔽体と第２の遮蔽体とのうちの少なくとも一方に結合するステッ
プは、リード線２４４を第１の遮蔽体に結合するステップと、リード線２４５を第２の遮
蔽体１４２に結合するステップとを含む。
【００４９】
　図５に示すように、コイル１０４は、ボビン１２４～１３４の形態で基板１０２の周り
に巻きつける。例示的な実施形態においては、各ボビン１２４～１３４は、環状であり、
コイル１０４を周りに巻きつける円形領域を含む。各ボビン１２４～１３４の芯は、空芯
である。前に開示した磁心電流センサデバイスと異なり、コイル１０４の空芯は飽和にな
らない。試験により、開示された空芯コイル１０４が１０ミリアンペアから２５，０００
アンペアまで±０．４％において正確であることが示されている。より低い電流において
は、すなわち、１，０００アンペア未満では、センサデバイス１２の精度は±０．２％で
あり、より高い電流、すなわち１０，０００アンペア超では、精度は±０．４％まで低下
する。それらのより高い電流において、導体１４、１５、および１６は、互いに相互作用
し、平行板コンデンサとして機能し、センサデバイス１２の精度に影響する。センサデバ
イス１２は、飽和する芯を有しないインダクタである。したがって、センサデバイス１２
は、飽和または過飽和の可能性がないインダクタとして連続的に働くことができる。
【００５０】
　空芯を有するインダクタとして、センサデバイス１２は、電圧非依存である。従来の電
流変圧器が、高電圧で焼損することがあるのに対して、センサデバイス１２は、どんな電
圧が導体１４を通過するのかに関係なく、導体１４を通る電流を読み取ることができる。
電圧は、コイル１０４の動作に影響しない。電圧は、センサデバイス１２によって測定も
されず、むしろ、電力供給システムにおける異なる場所において測定される。
【００５１】
　例示的な実施形態においては、センサデバイス１２は、約１０Ｈｚから約１０００Ｈｚ
の間で動作可能であると説明されるが、空芯により、センサデバイス１２は、その範囲外
でも動作可能となることを理解されたい。需給計器１０は、複数の異なる導体を測定する
複数のセンサデバイス１２を含むことができることも理解されたい。例えば、別の例示的
な実施形態においては、需給計器１０、導体１４、１５、および１６は、それぞれ、異な
るセンサデバイス１２によって封入することができる。上に説明した実施形態の１つまた
は複数は、高精度のセンサデバイスを提供する。より具体的には、本明細書に説明するセ
ンサデバイス、需給計器、および方法は、公知のコイルセンサに比べて低減された校正の
要件を有する拡大された動作範囲をもたらす高精度のセンサデバイスを提供することがで
きる。例えば、開示された誘電材料は、コイルと１つまたは複数の導体との間の容量の低
減を提供することができ、それによって、ある電流および／または電圧の範囲にわたって
精度の改善を提供することができる。精度の改善は、製造時に、より少ない校正プロセス
を用いて実現することができ、結果として、製造費および／または時間が低減する。別の
例においては、開示された遮蔽技法により、他の電子機器および／または干渉デバイスか
ら起きる、ＥＭＩの改善された拒絶が提供される。
【００５２】
　本発明の様々な実施形態の具体的な特徴を図面によっては示し、図面によっては示さな
いことがあるが、これは便宜上だけである。本発明の原理によれば、図面の任意の特徴は
、任意の他の図面の任意の特徴と組み合わせて参照し、および／または特許請求すること
ができる。
【００５３】
　この書面による説明は、例を使用して、最良の態様を含む、本発明を開示し、また当業
者が、任意のデバイスまたはシステムを製作し、使用し、任意の組み込まれた方法を実施
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請求の範囲によって定義され、当業者には思いつく他の例を含むことができる。このよう
な他の例は、それらが特許請求の範囲の文字通りの言語とは異ならない構造的要素を有す
る場合、またはそれらが特許請求の範囲の文字通りの言語とは非実質的に異なる等価の構
造的要素を含む場合、特許請求の範囲内にあることが意図されている。
【符号の説明】
【００５４】
　１０　需給計器
　１２　センサデバイス
　１４　導体
　１５　導体
　１６　導体
　１７　計器制御盤
　１０２　基板
　１０４　コイル
　１０６　空隙
　１０８　誘電材料
　１１０　開口
　１１２　筐体
　１１６　マウント
　１１８　第１の部分
　１２０　第２の部分
　１２４　ボビン
　１２６　ボビン
　１２８　ボビン
　１３０　ボビン
　１３２　ボビン
　１３４　ボビン
　１３６　リード線
　１３８　リード線
　１４０　第１の遮蔽体
　１４２　第２の遮蔽体
　１４４　リード線
　２００　センサデバイス
　２０４　コイル
　２３６　リード線
　２３８　リード線
　２４０　第１の遮蔽体
　２４２　第２の遮蔽体
　２４４　リード線
　２４５　リード線
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